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①事業所の指定・報酬請求等について

要望の概要

これまでの対応

・各種様式等について、押印廃止の徹底、申請様式や添付書類の統一（標準化）及び簡素化

・ローカルルールの解消

・事務負担軽減に関する調査研究事業の実施

・各種手続きについて、すべてオンラインで行えるような体制の整備

・障害福祉サービス等の支給決定事務等に係る押印を求める手続の見直し（押印廃止）に係る事務連絡の発出。

・主管課長会議において、指定申請や報酬請求等の際に事業者等から提出を求めている申請書等の要否についての検討を依頼。

現行制度・運用（事業所の指定）

・ 障害福祉サービス事業者が、障害福祉サービスを提供して障害者の日
常生活及び社会生活を総合的に支援する法律（平成17年法律第123号）
に基づく報酬を市町村から受けるためには、事業者が所在する都道府
県・指定都市・中核市からサービスごとに指定を受ける必要があり、そ
の際には、必要な申請書等を都道府県知事等に提出しなければならない。

・ 障害福祉サービスの指定を受ける際に必要な書類は省令で定めている。
・ その申請書等の具体的な様式については各自治体で定めている。

・ 障害福祉等サービス報酬とは、事業者が利用者に障害福祉サービスを
提供した場合に、その対価として事業者に支払われるサービス費用をい
う。

・ 障害福祉サービス等報酬は各サービス毎に設定されており、基本的な
サービス提供に係る費用に加えて、各事業所のサービス提供体制や利用
者の状況等に応じて加算・減算される仕組みとなっている。

現行制度・運用（報酬請求）



②実地指導について

要望の概要

これまでの対応

・自治体、事業者の業務負担軽減に向けた取組みの推進
・実地指導の在り方についての更なる効率化
・介護保険の訪問介護と居宅介護等を一体的に運営している場合の同日実施の推奨
・実地指導に係る１事業所あたりにかかる時間の削減や簡素化

自立支援給付対象サービス等の質の確保・向上及び自立支援給
付の適正化を図ることを目的に指定事業者等に対して自治体が実
地指導を行う。

実地指導は、おおむね３年に１回の頻度で確認すべき項目及び
文書により行っている。

実地指導の効率化・標準化を推進するため、「指定障害福祉サービス事業者等の指導監査について」（平成26年１月23日障発0123第２号
障害保健福祉部長通知）を令和２年７月17日に一部改正し、

①標準的な確認すべき項目の削減、②運用の標準化、③指導監査における文書の効率的活用、④同一所在地等の実地指導の同時実施、⑤介護
保険法など関連する法律に基づく指導・監査の同時実施、⑥実地指導の所要時間の短縮等により実施している。

現行制度・運用



就労定着支援 一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う

自立生活援助 一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により日常生活にお
ける課題を把握し、必要な支援を行う

共同生活援助 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常生活上の援助を行う

自立訓練（機能訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な訓練を
行う

自立訓練（生活訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な支援、
訓練を行う

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓
練を行う

就労継続支援（A型） 一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労の機会を提供するとともに、能力等の向上のために必
要な訓練を行う

就労継続支援（B型） 一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓
練を行う

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

短期入所 自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含めた施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を
行う

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の
世話を行う

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活
動の機会を提供する

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

重度訪問介護
重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって
常に介護を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援、入院時の
支援等を総合的に行う

同行援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う

行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う

（注）１.表中の「 」は「障害者」、「 」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）者 児
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計画相談支援

【サービス利用支援】
・ サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成
・ 支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成
【継続利用支援】
・ サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）
・ 事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨

障害児相談支援
【障害児利用援助】
・ 障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・ 給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成
【継続障害児支援利用援助】

地域移行支援 住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事業
所への同行支援等を行う

地域定着支援 常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事態等における相談、障害福祉
サービス事業所等と連絡調整など、緊急時の各種支援を行う

福祉型障害児入所施設 施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う

医療型障害児入所施設 施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び
知識技能の付与並びに治療を行う

居宅訪問型児童発達支援 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

保育所等訪問支援 保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団生
活への適応のための専門的な支援などを行う

児童発達支援 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、集団生活への適応訓練などの支
援を行う

医療型児童発達支援 日常生活における基本的な動作の指導、知識技能の付与、 集団生活への適応訓練などの支
援及び治療を行う

放課後等デイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上のため
の必要な訓練、社会との交流促進などの支援を行う
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参考 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行規則（平成 1 8年厚生労働省令第 1 9号）

事業所の指定関係
（居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る指定の申請等)

第三十四条の七 法第三十六条第一項の規定に基づき居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る指定障害福祉サービス事業者(法第二十九条第一項に規定する指定障害福祉サービ
ス事業者をいう。以下同じ。)の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該申請に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。
ただし、第四号に掲げる事項を記載した申請書又は書類(登記事項証明書を除く。)については、都道府県知事が、インターネットを利用して当該事項を閲覧することができる場合は、この限
りでない。

一 事業所(当該事業所の所在地以外の場所に当該事業所の一部として使用される事務所を有するときは、当該事務所を含む。)の名称及び所在地

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職名

三 当該申請に係る事業の開始の予定年月日

四 申請者の登記事項証明書又は条例等

五 事業所の平面図

六 事業所の管理者及びサービス提供責任者(指定障害福祉サービス基準第五条第二項に規定するサービス提供責任者をいう。以下この款において同じ。)の氏名、生年月日、住所及び経歴

七 運営規程

八 利用者又はその家族からの苦情を解決するために講ずる措置の概要

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態

十 法第三十六条第三項各号に該当しないことを誓約する書面(次条を除き、以下この節において「誓約書」という。)

十一 その他指定に関し必要と認める事項

２（略）

３ 法第四十一条第一項の規定に基づき居宅介護、重度訪問介護、同行援護又は行動援護に係る指定障害福祉サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号(第三号及び第十
号を除く。)に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。ただし、第一項第四号に掲げ
る事項を記載した申請書又は書類(登記事項証明書を除く。)については、都道府県知事が、インターネットを利用して当該事項を閲覧することができる場合は、この限りでない。
一 現に受けている指定の有効期間満了日
二 誓約書

４ 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事に提出している第一項第四号から第九号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項
に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。

５ 第一項及び第三項本文の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定又は当該指定の更新(居宅介護又は重度訪問介護に係るものに限る。)を受けようとする者が介護保険法第七十条第
一項の規定に基づき第三十四条の二十六の四第一号に定める種類の居宅サービスに係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合において、次の各号に掲げる規定に掲げる事項に係る
申請書又は書類を既に都道府県知事に提出しているときは、当該各号に定める規定に掲げる事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。
一 介護保険法施行規則(平成十一年厚生省令第三十六号)第百十四条第一項第四号 第一項第四号
二 介護保険法施行規則第百十四条第一項第五号 第一項第五号
三 介護保険法施行規則第百十四条第一項第八号 第一項第八号
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